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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体を圧縮若しくは圧送するための流体機械、殊にガスを高い圧力に圧縮するための流
体機械であって、１つのリニアモータ（２）、少なくとも１つのシリンダー（３）、該シ
リンダー（３）内で軸線方向可動な１つの固体ピストン（４）及び、前記シリンダー（３
）と前記固体ピストン（４）との間に形成された少なくとも１つの圧縮室（５）を備えて
おり、前記リニアモータ（２）は並進駆動力を前記固体ピストン（４）に伝達するように
なっている形式のものにおいて、
　前記固体ピストン（４）は、前記リニアモータ（２）の領域で不動に配置された隙間管
（６）によって包囲されており、これにより、前記固体ピストン（４）と隙間管（６）と
の間にシリンダー内室（７）が形成されており、
　前記隙間管（６）によって取り囲まれた前記シリンダー内室（７）は、管路（１１）又
は通路を介して流体入口側（１２）に接続されていて、これにより、前記シリンダー内室
（７）内の圧力が減少されていることを特徴とする、流体機械。
【請求項２】
　前記固体ピストン（４）を備えており、前記リニアモータ（２）は固定子及び可動子を
有しており、前記隙間管（６）は半径方向で前記可動子と前記固定子のコイル（９）との
間に配置されていて、前記可動子を包囲している請求項１に記載の流体機械。
【請求項３】
　前記固体ピストン（４）を備えており、前記リニアモータ（２）は固定子及び可動子を
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有しており、前記可動子並びに前記固定子のコイル（９）は前記隙間管（６）内に配置さ
れており、これによって前記隙間管（６）は可動子並びに前記固定子を包囲している請求
項１に記載の流体機械。
【請求項４】
　前記可動子はマグネット（１０）を有しており、該マグネット（１０）は前記ピストン
（４）に直接に配置されている請求項２又は３に記載の流体機械。
【請求項５】
　前記固体ピストン（４）を備えており、ガスの圧縮は多段式に行われるようになってい
る請求項１から４のいずれか１項に記載の流体機械。
【請求項６】
　前記固体ピストン（４）は、直径の互いに異なる複数の区分（４１，４２，４３，４４
）を有している請求項５に記載の流体機械。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体を圧縮若しくは圧送するための流体機械、殊にガスを高い圧力に圧縮す
るための流体機械であって、リニアモータ、シリンダー、該シリンダー内で軸線方向可動
な固体ピストン若しくは該シリンダー内で軸線方向可動な液体ピストン及び、前記シリン
ダーと前記固体ピストン若しくは前記液体ピストンとの間に形成された圧縮室を備えてお
り、前記リニアモータは並進駆動力を前記固体ピストン若しくは前記液体ピストンに生ぜ
しめるようになっている形式のものに関する。
【０００２】
　流体機械は、種々の構造のものが公知であり、液体若しくはガスを圧送するか若しくは
圧縮するかによって分類される。液体を圧送若しくは吐出するために用いられる流体機械
は、一般的にポンプと称されるのに対して、ガス若しくは気体を圧縮するために用いられ
る流体機械は、圧縮機若しくはコンプレッサーと称される。さらに流体機械は、駆動力の
種類に応じて、液圧式、電動式、或いは電磁式に分類され、かつ駆動運動の種類に応じて
回転駆動式と並進駆動式とに分類される。
【０００３】
　本発明は、駆動力をリニアモータによって形成するようになっている形式の流体機械に
関し、この場合にリニアモータは、シリンダー内に案内されたピストンに直接に、つまり
伝動装置による回転運動の変換なしに、並進の駆動力（並進駆動力若しくは直線駆動力）
を生ぜし若しくは伝達するようになっている。この種の流体機械を用いてガス若しくは気
体を圧縮する場合には、流体機械はピストン圧縮機若しくはリニアコンプレッサー（リニ
ア圧縮機）と称される。リニアモータは実質的に固定子若しくはステータと可動子若しく
はアクチュエータとから成っていて、回転モータと同様に、非同期リニアモータ若しくは
同期リニアモータとして形成されるものである。これによりリニアモータは、かご形誘導
モータ若しくは永久磁石同期モータと同様に作動するものであり、この場合には固定子の
コイル若しくは巻体によって回転磁界の代わりに移動磁界を生ぜしめるようになっている
。力伝達は、回転磁界電動機と同じように非同期モータの可動子の誘導作用に基づき若し
くは永久磁石の磁場との相互作用に基づき行われるようになっている。
【０００４】
　ドイツ連邦共和国特許出願公開第１０２００４０５５９２４Ａ１号明細書に記載のリニ
アコンプレッサーにおいては、可動子のマグネットはマグネットフレームに取り付けられ
ており、マグネットフレームはピストンの端面に固着されている。該公知のリニアコンプ
レッサーにはリニアモータの冷却のために冷却通路を設けてあり、該冷却通路を介して、
固定子のコイルホルダーに取り付けられたコイルは冷却媒体で冷却されるようになってい
る。このためにポンプを設けてあり、ポンプは、リニアコンプレッサーを気密に密閉する
ケーシング内のオイルを冷却通路によってコイル若しくはコイルホルダーに向けて送るよ
うになっている。この場合に、戻されたオイルはケーシングの下方の部分に捕集されるよ



(3) JP 5431953 B2 2014.3.5

10

20

30

40

50

うになっている。
【０００５】
　ドイツ連邦共和国特許出願公開第１０２１４０４７Ａ１号明細書には、自動車の空調装
置のための、閉じた冷却媒体回路を備えたコンプレッサーを開示してあり、該コンプレッ
サーはコンプレッサーケーシングを備えており、コンプレッサーケーシング内に圧縮室を
形成してあり、圧縮室に行程ピストンを往復運動可能に配置してあり、この場合にコンプ
レッサーの駆動部として制御振動数の変化可能なリニアモータを用いてあり、リニアモー
タの作動部分の圧縮室側の端面に行程ピストンを取り付けてある。該公知のコンプレッサ
ーは簡単に構成され、わずかな構成部分から成っていて、比較的に小さいスペースしか必
要としておらず、８０乃至１６０バールの高圧側の圧力レベルに際して支承、潤滑及びシ
ールの問題は生じないようにするものである。この場合に圧縮室壁に対する行程ピストン
の密閉は、行程ピストンに設けられた一般的なリングシール部分によって行われるように
なっている。この種の可動のシール部分においては時間の経過に伴って大気への漏れが生
じるので、ドイツ連邦共和国特許出願公開第１０２１４０４７Ａ１号明細書に記載の流体
機械は、流体を高い圧力（１５０バールを越える圧力）に圧縮するためには適さないもの
であり、使用されるに至っていないものである。
【０００６】
　前に述べてあるように、ここに述べる流体機械は、シリンダー内を軸線方向に可動な固
体ピストン若しくは軸線方向に可動の液体ピストンを含むものである。固体ピストンは、
本発明の枠内では従来慣用の（一般的な）剛性若しくは中実のピストン又は中実の金属ピ
ストンを意味している。この種の固体ピストンを前記圧縮機は備えている。これに対して
液体ピストンは、本発明の枠内では、流動性であるものの、固体のように振る舞い、液体
の液面高さの変化に基づきガスの圧縮を達成する液体によって形成されているものである
。この場合に、液体ピストンのための液体及び圧縮すべきガスの両方は、同一のシリンダ
ー内に受容されているものの、液体とガスとの混合は生じることはない。これにより、液
体ピストン若しくは液状のピストンは、固体ピストンと同様の機能を生ぜしめるようにな
っており、この場合に液体ピストンは固体ピストンと同様に、リニアモータのコイルによ
って生ぜしめる移動磁界に基づき並進的に駆動されるようになっている。
【０００７】
　液体ピストンを備えた流体機械は、例えばドイツ連邦共和国特許出願公開第１０２００
４０４６３１６Ａ１号明細書により公知であり、該明細書に記載されている圧縮機におい
ては、イオン液体を用いてあり、したがって該圧縮機はイオン式の圧縮機とも称される。
該公知の圧縮機は互いに接続された２つのシリンダーを有しており、該各シリンダー内に
はそれぞれ液体及び圧縮すべきガスが存在している。液体ポンプを用いて両方のシリンダ
ー内の液面高さは次のように変化させられ、つまり一方のシリンダー内には圧縮すべきガ
スを吸い込むのに対して、他方のシリンダー内ではガスの圧縮を行うようになっている。
【０００８】
　本発明の課題は、流体を圧縮若しくは圧送するための冒頭に述べた形式の流体機械を改
善して、該流体機械が極めて簡単な構造であり、漏れの生じないかつ潤滑剤の不要な状態
で流体を圧縮若しくは圧送できるように、殊にガスを高い圧力に圧縮できるようにするこ
とである。
【０００９】
　前記課題を解決するために本発明に基づく構成では、固体ピストン若しくは液体ピスト
ンは、リニアモータの領域で、不動に配置された隙間管によって包囲されている。隙間管
（定位置式のシールパイプ若しくはシールスリーブ）の配置によって、簡単に大気若しく
は外部に対する漏れ防止（密閉性）を達成している。駆動部、ひいては大気に対する固体
ピストンの密閉のための可動のシール部分の箇所で生じている漏れは、隙間管によって防
止されるようになっている。隙間管を配置してあることに基づき、大気に対する密閉をも
っぱら静的なシール部分によって行ってある。
【００１０】
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　固体ピストン、つまり中実のピストン（棒状ピストン若しくはプランジャー形ピストン
）を備える流体機械の有利な第１の実施態様では、リニアモータは固定子及び可動子を有
しており、隙間管は、半径方向で可動子と固定子のコイル（巻体）との間に配置されてい
て、これによって可動子を包囲している。本発明の別の、つまり第２の実施態様では、可
動子も固定子のコイルも隙間管内に配置されており、これによって隙間管は可動子及び固
定子を包囲している。
【００１１】
　前記第１の実施態様では、隙間管は電気式の駆動装置と流体の充填される圧縮室若しく
は可動の固体ピストンとの間の隔壁として用いられていて、エネルギー伝達のために磁束
によって貫通されるようになっている。磁束は隙間管を貫通（通過）する場合に、隙間管
にうず電流を生ぜしめ、うず電流は電気的な損失、ひいては隙間管を加熱してしまうこと
になり、この場合に効率は、外側に位置する隙間管を備えるリニアモータの効率よりも小
さくなっている。損失が大きいというこのような欠点は、隙間管によって可動子及び固定
子を包囲する第２の実施態様では生じていない。該第２の実施態様においては、少なくと
も、流体機械を腐食してしまうような媒体を密封するという利点は得られる。前記第１の
実施態様では、コイルをも媒体による腐食から保護していて、コイルの耐用年数の低下を
防止している。
【００１２】
　本発明に基づく流体機械の有利な実施態様では、可動子はマグネットを有しており、該
マグネットは固体ピストンに直接に配置されている。マグネットを固体ピストンに直接に
取り付けることにより、別個のマグネットフレームの配置は不要になっている。さらに、
流体機械、殊にシリンダーの半径方向の寸法を減少させることができる。
【００１３】
　本発明の有利な別の実施態様では、流体機械は多段に形成されており、つまりガスの圧
縮は少なくとも二段で、有利には四段で行われるようになっている。これとは異なる実施
態様として、単段式の圧縮も可能であり、この場合に有利には補償段を設けて、圧縮の際
の合成の力を小さく保つようになっている。ガスの圧縮を複数段で行う場合に有利には、
固体ピストンは、直径の互いに異なる区分（ピストン区分）を有している。このようなピ
ストンは、製作技術的に複数のピストン部分を互いに軸線方向で接合して組み立てられて
いてよい。
【００１４】
　固体ピストンを備える本発明に基づく流体機械の別の有利な実施態様では、隙間管に通
じている圧縮室は、直接に流体機械の流体流入側、つまり流体吸引側に接続され、若しく
は管路（導管）を介して或いは、シリンダー又はケーシング内に形成された通路を介して
流体機械の流体流入側、つまり流体吸引側に接続されている。このような手段により、隙
間管の領域の圧力は、流体流入側の低い圧力に低下されるようになっている。運動される
ピストン密閉部に沿って流出する内部漏れは、流体流入側に導かれて吸い込み圧に放圧さ
れるようになっている。このような作用効果により、隙間管の必要な壁厚を減少させるこ
とができ、ひいては、可動子と固定子のコイルとの間（隙間又は間隙）に配置された隙間
管（間隙管）に生じる電気的な損失を減少させることができるようになっている。上記作
用効果により、特に高い圧力の場合に従来技術では必要となる厚い若しくは二重壁の隙間
管の使用を避けることができるようになっている。しかしながら安全性を高めるために、
特に危険なガス（毒性のガス、環境負荷の高いガス若しくは放射性のガス）の場合に二重
壁の隙間管の使用は可能である。
【００１５】
　隙間管の使用により発生することになる電気的な損失を減少させるために、有利な実施
態様では隙間管は、金属によってではなく、プラスチック若しくはセラミックによって形
成されている。プラスチックを選ぶかセラミックを選ぶかは、隙間管が発生する最大の圧
力に耐え得るかにもより決められる。
【００１６】
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　本発明の別の実施態様では、流体機械にリニアモータの冷却のため、殊に固定子のコイ
ルの冷却のための冷却媒体回路を設けてある。有利な実施態様では流体の冷却のための少
なくとも１つの熱交換器を設けてある。熱交換器を設けること自体は従来技術においても
行われている。多段式の流体機械においては、有利には各圧縮段に熱交換器を配置してあ
る。流体若しくはガスの冷却のために熱交換器に用いられる冷却媒体は、リニアモータの
冷却のためにも用いられるものである。この場合にリニアモータの冷却は、有利には外側
から、つまりリニアモータを取り囲むケーシングを介して行われ、したがって可動子も固
定子も冷却媒体と直接に接触することはない。別個の冷却媒体を使用する実施態様とは異
なり、別の実施態様では、圧縮すべき流体の冷却のためにもリニアモータの冷却のために
も、圧縮すべき流体と同じ流体を用いることができ、この場合には流体は適切な低温の状
態で与えられるようになっている。
【００１７】
　液体ピストン（流体ピストン）を用いてガスを高い圧力に圧縮する流体機械において、
液体ピストンは有利には、蒸発圧力若しくは気化圧力を有さない、つまり圧力下でも蒸発
しない磁性流体若しくは磁化可能な液体によって形成されており、したがって、磁性流体
若しくは磁化可能な液体の分子は圧縮すべきガスと混合することはない。液体ピストンの
ための流体若しくは液体として１つの実施態様ではイオン液体を用いてある。圧縮すべき
ガスと混合しない流体を用いると、該流体の分解温度は超えられない間は、流体と圧縮す
べきガスとの分離は不要になっている。液体ピストンを備える流体機械において、隙間管
は有利には半径方向で固定子のコイルの内側に配置されていて、したがって可動子として
機能する磁性流体若しくはイオン液体を包囲している。これによって隙間管はリニアモー
タの領域でシリンダー壁の機能を有している。
【００１８】
　固体ピストンの代わりに液体ピストンを用いることによって、中実のピストンの使用を
避けることができるだけではなく、中実のピストンの場合には必要なピストン密閉部材（
ピストン密閉要素若しくはピストンシール部分）の使用も避けることができるようになっ
ている。圧縮室の密閉は、液体ピストンを成す液体によって直接に行われ、したがって大
気への漏れは生じない。さらに、ピストン閉鎖部材の省略によって流体機械の保守費用若
しくは整備費用も節減することができ、それというのは作業室内に摩耗部材を用いてない
からである。
【００１９】
　公知技術に基づくイオン式の圧縮機と異なり、本発明に基づく流体機械においては、液
面高さの変化は、液圧ポンプを用いてではなく、リニアモータを用いて行われるようにな
っており、リニアモータのコイルによって形成される移動磁界は、磁化可能な液体に並進
運動力を生ぜしめるようになっている。液圧ポンプの代わりにリニアモータを用いること
によって、一面において圧縮すべきガスのより高い最大圧力を達成でき、他面において液
圧ポンプの場合の摩耗を避けることができるようになっている。
【００２０】
　液体ピストンの使用においてはさらに利点として、液体を介して、圧縮に際して生じる
圧縮熱の少なくとも部分的な排出（導出）、ひいてはリニアモータの冷却、殊に固定子の
コイルの冷却を達成できることである。このために１つの実施態様では、液体の冷却のた
めの熱交換器を設けてある。
【００２１】
　本発明に基づく流体機械は、ガスを高い圧力に圧縮するために、殊に水素を５００バー
ルの圧力若しくはそれより高い圧力に圧縮するために適している。したがってこの種のリ
ニアコンプレッサーは、水素タンクスタンド若しくは水素供給タンク箇所の設備のために
適している。
【００２２】
　本発明に基づく流体機械は、種々に構成され、若しくは変更できるものである。次に本
発明を図示の実施例に基づき詳細に説明する。
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【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明に基づく流体機械の第１の実施例の断面図である。
【図２】図１の流体機械の符号Ａで示す部分の拡大図である。
【図３】本発明に基づく流体機械の第２の実施例の断面図である。
【図４】図３の流体機械の一部分の拡大図である。
【図５】本発明に基づく流体機械の第３の実施例の断面図である。
【図６】本発明に基づく流体機械の第４の実施例の断面図である。
【００２４】
　図１、図３、図５及び図６には、本発明に基づく流体機械の各実施例を示してあり、こ
の場合に本発明にとって重要な構成部分のみを図示してある。図示の流体機械１は、ガス
、殊に水素を例えば５００バールの高い圧力に圧縮するために用いられている。つまりこ
の種の流体機械１は特に水素供給用の水素貯蔵スタンドの設備のために有利に用いられる
ものである。
【００２５】
　図１、図３及び図５に示す流体機械１は、シリンダー３内に可動に配置された固体ピス
トン４の駆動のためのリニアモータ２を有している。駆動部としてリニアモータ２を用い
ることによって、固体ピストン４に並進駆動力を生ぜしめることができ、したがって固体
ピストン４はシリンダー３内を軸線方向に往復運動するようになっている。シリンダー３
，３′内には、圧縮すべきガスのための少なくとも１つの圧縮室５を設けてあり、この場
合に圧縮室５の大きさは、固体ピストン４の位置に依存して変化させられるようになって
いる。
【００２６】
　図１及び図３に示す両方の実施例において、流体機械１は全体で４段式に形成されてお
り、したがってガスの圧縮は、順次に直列接続された４つの段で行われるようになってい
る。これに対応して、固体ピストン４には、直径の互いに異なる４つの区分４１，４２，
４３，４４を形成してある。これに対応して、シリンダー３も内径の互いに異なる４つの
区分を有しており、これにより全体で４つの圧縮室５を画成してある。これとは異なり、
図５に示す流体機械１は１段式（単段式）に形成されていて、しかしながら、複動式の流
体機械として構成されており、このために固体ピストン４の両方の端面側にそれぞれ圧縮
室５を画成してある。
【００２７】
　３つのすべての実施例に共通している点として、固体ピストン４はリニアモータ２の領
域で、定位置に、つまり不動に配置された隙間管６によって包囲されている。隙間管６の
配置によってシリンダー内室７の確実な密閉を保証し、その結果、流体機械１の所期の漏
れ防止を簡単な手段で達成している。大気若しくは外部に対する漏れ防止は、もはや、固
体ピストン４に配置されるピストン密閉部材若しくはピストン密閉部分によっては行われ
ておらず、固体ピストンに配置されるピストン密閉部材若しくはピストン密閉部分（密閉
構成要素）は、漏れ防止作用を、該ピストン密閉装置の、可動のシール部分若しくはシー
ル装置としての構成及び配置に基づき原理的に若しくは構造上保証し得るものではなく、
或いは長期にわたって、特に潤滑なしに保証し得るものではない。従来技術では通常一般
的に用いられている、駆動のためのピストンロッドの一般的な貫通案内部は、本発明では
省略されており、さらに慣用の貫通案内部のために必要な可動のシール部分も省略されて
いる。大気若しくは外部に対する漏れ防止（密閉性若しくは気密性）は、もっぱら静的な
シール部分１８によって保証されている。
【００２８】
　図１乃至図５に示してあるリニアモータ２は、コイル９から成る固定子並びに複数のマ
グネット１０から成る可動子を含んでおり、この場合にはマグネット１０を直接に固体ピ
ストン４に配置してある。
【００２９】
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　図１、並びに拡大図である図２に示す実施例においては、隙間管６は半径方向で可動子
、つまりマグネット１０と固定子のコイル９との間に配置されていて、したがって固体ピ
ストン４だけではなく、可動子のマグネット１０をも包囲している。該実施例では隙間管
６を固定子と可動子との間に配置してあるので、磁束は隙間管６を通過するようになって
いる。これとは異なり、図３、並びに拡大図である図４に示す実施例においては、可動子
、つまりマグネット１０も固定子のコイル９も隙間管６の内側に配置されている。該実施
例では、マグネット１０並びにコイル９は、ピストンシール部分１８を設けてあるにもか
かわらずシリンダー内室７内で隙間管６の領域に流れ込む流体にさらされることになる。
【００３０】
　図１、図３及び図５に示してあるように、間隙室６と通じている圧縮室５は、管路１１
を介して流体機械１の流体入口側１２に接続されている。これによって、ピストンシール
部材８にもかかわらず固体ピストン４の外周とシリンダー３の内周壁との間に流れる内部
漏れは、吸い込み圧に減圧されて、流体入口側１２に戻されるようになっている。その結
果、隙間管６によって取り囲まれたシリンダー内室７内の圧力は減少されて、図１及び図
２の構成における隙間管６、並びに図３及び図４の構成におけるコイル９及び隙間管６は
不当には負荷されなくなっている。隙間管６によって取り囲まれたシリンダー内室７内の
圧力の上述の減少に基づき、隙間管６の壁厚を相応に減少させることができ、ひいては隙
間管６内に発生するうず電流損失を減少させることができるようになっている。
【００３１】
　別の実施例として、間隙室６と通じている圧縮室５は直接に流体入口側１２に接続され
ていてよく、つまり、流体流入は、間隙室６と通じている圧縮室５内で行われるようにな
っていてよい。圧縮すべき流体は温度が低いので、リニアモータ２に冷却作用を生ぜしめ
るようになっている。
【００３２】
　従来技術により知られているように、圧縮すべきガスの流入並びに流出は、各圧縮室５
の領域に配置された弁１３を介して行われるようになっており、弁は有利には板弁として
形成されている。圧縮室５と各流入部若しくは各流出部と間に生じる差圧力により弁１２
の開閉は自動的に行われるようになっている。図１及び図３の両方の実施例ではガスの４
段式の圧縮を行うようになっているので、流体機械１は各４つの流入弁１３及び流出弁１
３を有している。
【００３３】
　図１及び図３にさらに示してあるように、各圧縮室５は管路１４を介して互いに接続さ
れており、この場合に各管路１４には、圧縮されたガスの冷却のための熱交換器１５を設
けてある。さらに図１及び図３に示してあるように、流体機械１は、固定子のコイル９の
冷却のため、ひいてはリニアモータ２全体の冷却のための冷却媒体回路１６を有している
。この場合に冷却は、外側から、つまりコイル９を取り囲むケーシング１７を介して行わ
れ、これによってコイル９は冷却媒体と直接には接触しないようになっている。熱交換器
１５による圧縮されたガスの冷却のために、並びにリニアモータ２の冷却のために、同一
の冷却媒体を用いることができる。
【００３４】
　さらに図面から明らかなように、流体機械１の図示の実施例はそれぞれ２つのシリンダ
ー３，３′を有しており、この場合に隙間管６を含むリニアモータ２若しくはリニアモー
タ２を包囲するケーシング１７は、両方のシリンダー３，３′間に配置されている。両方
のシリンダー３，３′の端面とケーシング１７の端面との間の密閉（パッキン）は、静的
なシール部分１８を介して行われている。
【００３５】
　さらに図３及び図４から見て取れるように、隙間管６内に配置された固定子への電気的
な導線１９は、流体が漏れないように圧密のケーブル通し案内部２０を用いて接続箱２１
に向けて案内されており、接続箱２１も圧密のケーブル通し案内部２１を有しており、し
たがって隙間管６によって達成された密閉性は導線１９の接続部によって損なわれること
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【００３６】
　図６に示してある実施例の流体機械１は、無垢のピストン（中実ピストン）の代わりに
液体ピストン４′を有している。液体ピストン４′を形成する液体は、両方のシリンダー
３，３′及び隙間管６によって形成されたＵ字形のケーシング内に配置（収容）されてい
る。両方のシリンダー３，３′内で液体の液面の上側に、圧縮すべきガスのための圧縮室
５を設けてあり、この場合に両方の圧縮室５の大きさは液体の液面高さ、すなわち液体ピ
ストン４′の位置に依存して変化されるようになっている。図６に示す流体機械１は、図
５の流体機械１と同様に１段式に形成されていて、複動式の流体機械１であり、つまり液
体ピストン４′の両方の端面側にそれぞれ１つの圧縮室５を画成してある。
【００３７】
　両方の圧縮室５内において流入部並びに流出部にはそれぞれ１つの弁１３を配置してあ
り、両方の圧縮室５の流出部は管路１４を介して互いに接続されており、前記管路には圧
縮されたガスの冷却のための熱交換器１５を配置してある。リニアモータ２は、隙間管６
を一緒に、若しくはリニアモータ２を包囲するケーシング１７と一緒に両方のシリンダー
３，３′間に配置されており、この場合にリニアモータ２の領域内の隙間管６は、液体の
ためのシリンダー壁を成している。
【００３８】
　図示の流体機械１は、殊にガスを、有利には水素を高い圧力に、例えば１０００バール
に圧縮するために適していて、したがって水素貯蔵スタンドの設備に適している。
【符号の説明】
【００３９】
　１　流体機械、　２　リニアモータ、　３　シリンダー、　３′　シリンダー、　４　
固体ピストン、　４′　液体ピストン、　５　圧縮室、　６　隙間管、　７　シリンダー
内室、　９　コイル、　１０　マグネット、　１２　流体流入側、　１３　弁、　１４　
管路、　１５　熱交換器、　１６　冷却媒体回路、　１７　ケーシング、　１８　シール
部分、　１９　導線、　２０，２１　ケーブル通し案内部
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